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妻のそれは 2000 年がジェンダー・ディスプレイモデル、2007 年が経済的自立モデルにより説
明されることが明らかにされた。
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序 論
　本論文の目的は公益財団法人家計経済研究所による 1993 年、2000 年、2007 年の「消費生活
に関するパネル調査」（JPSC）を用い、コーホート A の共稼ぎ夫婦の夫と妻それぞれの家事労働
行動がどのように変化してきたのかを実証的に明らかにすることである。アメリカ合衆国では、
たとえばミシガン大学が実施している Panel Study of Income Dynamics（PSID）やウィスコン
シン大学が実施している National Survey of Families and Households（NSFH）といった長期
パネルデータを用い、18 歳以上 65 歳以下というように年齢の下限と上限を設定してサンプルを
抽出して経時的に家事労働行動の変化を実証的に分析することが可能である。しかし上記研究所
の「消費生活に関するパネル調査」は 1993 年に調査が開始され、その開始時における調査対象
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　本論文の構成は以下の通りである。第 1 章では先行研究事例が、第 2 章では分析上のフレーム
ワークが示される。第 3 章では記述統計量と実証分析の結果が提示され、最後に結論が導かれる。












ジェンダー・ディスプレイモデルを初めて定式化した Brines (1994) は PSID のウェーブ 20 の
データを用い、妻の家事労働行動に関する実証分析の結果が経済取引モデルを支持しているのに
対して夫のそれはジェンダー・ディスプレイモデルが説明することを明らかにした 2。NSFH の
1987-88 年のデータを用いた Greenstein (2000) は夫の相対的所得を独立変数として用い、アメ
リカの夫だけでなく妻の家事労働行動もジェンダー・ディスプレイモデルにより説明されること
を明らかにした。夫と妻のジェンダー・ディスプレイは「ジェンダー逸脱中立化行動（gender 
deviance neutralization）」 た。Bittman et al. (2003) は、1992 年 の Australian National 





ウェーデンの比較を行っているのが Evertson and Nermo (2004) である。彼らは、スウェーデ
ンについては 1974 年、1981 年、1991 年及び 2000 年の Swedish Level of Living Survey のデー




常勤雇用で働く妻の絶対所得とその家事労働時間との間には弱い負の相関関係（係数 -0.063、t 値 -1.756）
があることが明らかにされている。






Akerlof and Kranton (2000) は実証分析の結果を明らかにはしていないが、独立変数として夫の相対的
所得を用いた場合にはこのようなジェンダー・ディスプレイ行動はより鮮明に表れると主張する。
Gupta and Ash (2009) は、様々な先行研究事例におけるサンプルにおいて相対的所得あるいは家庭外労
働時間分担比率が、たとえば 0.3 や 0.4 を下回るような夫の度数は極めて小さく、夫の相対的所得あるいは
家庭外労働時間分担比率がこのような水準にあるときに夫が本当にジェンダー・ディスプレイ行動に出るの
かについて疑問を呈している。また Akerlof and Kranton (2000) は夫のジェンダー・ディスプレイ行動
は夫と妻双方におけるアイデンティティの喪失に起因すると主張しているが、これについても実証的に明ら
かにはされていない。Ando (2011a) はこのような課題に取り組むべく、明治大学社会科学研究所総合研究














経済取引モデルにより説明されるのに対し、アメリカについては 1981 年、1991 年及び 1999 年
の妻と 1973 年のアメリカの夫の家事労働行動はジェンダー・ディスプレイモデルにより説明さ
れることを明らかにした。
　アイデンティティ経済学の観点から夫の家事労働行動を分析しているのが Akerlof and 
Kranton (2000) で、夫の家庭外労働時間分担比率が 50％を下回ってなお低下していくと夫が限
界的に引き受ける家事労働時間分担比率は次第に小さくなり、夫の家庭外労働時間分担比率が極
めて低い水準ではグラフは横軸に平行に近くなることを明らかにした 3。安藤 (2010) は 2005 年
度から 2007 年度までの 3 年度間にわたって明治大学社会科学研究所総合研究『行動経済学の理
論と実証』に参加し、2005 年 11 月に実施された第 1 回目のアンケート調査から得られたデータ
を用い、Akerlof and Kranton (2000) と同様に独立変数として夫の家事労働時間分担比率を用い
て実証分析を行い、日本の夫の家事労働行動がジェンダー・ディスプレイモデルにより説明され
ることを明らかにしている。しかしこの研究ではサンプル数が 131 と小規模であったことと、コ


















　Gupta (2006) は NSFH の第 2 ウェーブ からのデータを用い、すべてのコントロール変数と
ともに同モデルを推定した場合、既婚女性の絶対的所得がその家事労働時間と有意な負の相関関
係を持つのに対してそのパートナーの絶対的所得は有意でない負の相関関係を有することを明ら






意な負の相関関係を持つことを明らかにしている。さらに Gupta (2009) は 1999 年の German 
Socio-Economic Panel (GSOEP)、2000 年の Swedish Level of Living Survey (LNU)、そして




することを明らかにしている。Gupta 以外による経済的自立モデルの実証分析は Usdansky and 
Parker (2011) により行われている。Usdansky and Parker (2011) は 2003 年から 2006 年まで






婦の平日の家事労働行動を分析したのが Ando (2011b) である。Ando (2011b) は公益財団法人家
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アメリカにおける夫の家事労働参加について実証的な研究を行った Ross (1987) は、夫の絶対的所得がそ
の家事参加に正の相関関係を有するのに対し、妻の絶対的所得は夫の家事参加に対して負の相関関係を有
することを実証的に明らかにしている。Oropesa (1993) は 1990 年のアメリカのデータから、妻の雇用
がフルタイムであれパートタイムであれ自宅清掃サービスへの支出のオッズ比は妻の絶対的所得と正の有








で働く妻の年間所得が 1 単位（1 万円）増加することにより自分の家事労働時間を約 0.18 分削減
するとともに、夫の家事労働時間を約 2.2 分増やすこと、また非常勤雇用で働く妻は自らの年間
所得が 1 単位（1 万円）増加することによりその家事労働時間を 0.42 分削減するとともに夫の家
事労働時間を約 0.12 分増加させること、これに対して夫の絶対的所得は妻の雇用が常勤であれ非
常勤であれ夫と妻それぞれの家事労働時間には影響を及ぼさないことを明らかにしている。
2  分 析 上 の フ レ ー ム ワ ー ク
2.1 モデル
　本論文では Ando (2011b) と同じく経済取引モデル、ジェンダー・ディスプレイモデル、そし




ここで は夫もしくは妻の家事労働時間、X は夫の相対的所得、X 2 はその 2 乗項、 はコントロー
ル変数のベクトル、ε0 は誤差項であり、i は性別を表し、1 の場合は男性を、2 の場合は女性を
意味している。α1i の予想される符号は夫については負、妻に対しては正である。α2i は湾曲効果
（curvilinearity effect）を表し、予想される符号はやはり夫については負、妻については正である。




　しかしこのモデルⅠでは Xと X 2との間に強い相関関係が想定され、したがって多重共線性が発
生することが容易に想像される。実際、Ando (2011b) では両者の間には 0.9 を超える非常に強
い相関係数があることが明らかにされている。したがって本論文でも Ando (2011b) に従い、以
下の (2.2) 式と (2.3) 式を個別に推定する。
絶対的所得モデルは以下の (2.4) 式で表される。




モデルⅠ　Yi = α0i +α1i X +α2i X 2 +α3iZ +ε0 , i =1, 2
モデルⅡ　Yi =α0i +α1i X +α3iZ +ε0 , i =1, 2
モデルⅢ　Yi =α0i +α2i X 2 +α3iZ +ε0 , i =1, 2 　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　







いる。このうちコーホート A は 1993 年時点で 24 歳以上 34 歳以下の 1,500 名の女性により構
成されている。2007 年のデータから夫と同居する既婚勤労女性を抽出し、質問に対し無回答だっ
た回答者、「非該当」を選んだ回答者、夫もしくは妻のいずれかが学生の場合、退職・退官して
いる場合、もしくは失業中の場合はサンプルから除いた。その結果、28 歳以上 48 歳以下の 623
名（うち 248 名が非常勤職、残りが常勤職）の既婚勤労女性がサンプルに残った。また、その夫















歴が中学校卒業には 1 が、高校を卒業していないサンプルで専門学校・専修学校卒業には 2 が、高
校卒業には 3 が、高校を卒業したサンプルで専門学校・専修学校卒業には 4 が、短期大学・高等専












くなるものと考えられる。したがって未就学の末子を持つ場合には 1 が、持たない場合には 0 が
与えられる。小学生の末子を持つ場合にも同様に 1 が、持たない場合には 0 が与えられる。　
　さらに、妻の就業形態が説明変数の係数に影響を及ぼすのかを確認するため、それぞれの説明
変数と妻の就業形態とによる交差項が推定式に含められている。





















































































































































































































































































































































































































　まず表 3 － 1 で妻が常勤職に就いている夫婦の記述統計を見よう。夫の家事労働時間の平均値
であるが、1993 年が 34.63 分、2000 年が 43.82 分、2007 年が 28.03 分である。これらの間に
有意差はない。これに対し、妻のそれは 1993 年が 257.41 分、2000 年が 188.17 分、2007 年
が 203.12 分で、1993 年と 2000 年の平均値、そして 1993 年と 2007 年の平均値は有意に異な
ることがわかる。ただし 2000 年と 2007 年の平均値には有意差はない。1993 年から 2000 年
にかけて夫の家事労働時間が 9.19 分わずかに増加したのに対し、妻のそれは 69.24 分も大幅に
減少している。しかし 2000 年から 2007 年にかけては夫の家事労働時間が 15.79 分減少してい
るのに対して妻のそれはほぼそれと同じ約 14.95 分増加している。労働時間の平均値は夫も妻
も 1993 年から 2007 年にかけて微増している。夫については 1993 年が 585.10 分、2000 年が
595.85 分、2007 年が 601.95 分、妻については 1993 年が 462.37 分、2000 年が 501.28 分、
504.91 分である。夫については各年次の平均値の間には有意差はない。一方、妻については、
2000 年と 2007 年の平均値の間には有意差はないが、1993 年の平均値は 2000 年のそれとも
2007 年のそれとも有意に異なる。夫の年収の平均値は 1993 年から 2007 年にかけて平均年齢の
上昇とともに 421.26 万円、544.99 万円、595.29 万円と上昇している。平均値の比較の結果は
1993 年と 2000 年、1993 年と 2007 年の間に有意差が存在することを表している。これに対し
て妻の年収の平均値は 1993 年から 2000 年にかけて 285.00 万円から 381.18 万円に上昇したの
ち、2007 年にかけては 335.34 万円にまで減少している点が夫とは異なる。ただし有意に異なる
のは、1993 年の平均値と 2000 年の平均値の間だけである。夫の相対的所得は 1993 年と 2000
年が 0.60、2007 年が 0.64 であり、これらには有意差はない。子供の数の平均値は 1993 年が 1.24
であったのに対し、2007 年には 2.03 にまで上昇し、第 2 子誕生を迎えた夫婦が増加したことが
わかる。未就学の末子を持つ夫婦が 1993 年では 61％を占めていたのに対して、時間の経過とと
もにその割合は減少し、2000 年には 38％、2007 年にはわずか 8％にすぎなくなっている。ま
た小学生の末子を持つ夫婦は 1993 年には 9％であったのに対し、2000 年には 31％にまで達し、
その後 2007 年には 27％にまで低下している。
　次に表 3 － 2 から妻が非常勤職に就いている夫婦の記述統計を見よう。夫の家事労働時間の
平均値は 1993 年から 2007 年にかけて 27.07 分、22.97 分、18.15 分と徐々に低下してきたこ
とがわかる。この点は常勤職に就いている妻を持つ夫とは異なる。ただし各年の平均値に有意
差はない。妻の家事労働時間の平均値も 1993 年から 2007 年にかけて 338.55 分、286.53 分、
268.49 分と低下してきたことがわかる。またそれらは 1993 年と 2000 年、1993 年と 2007 年
で有意差があるが、2000 年と 2007 年との間では有意差はない。夫の家庭外での労働時間の平
均値は 1993 年が 602.34 分、2000 年が 596.67 分、2007 年が 603.45 分と大きな変化は見られ
ない。実際、これら平均値の間には有意差はない。妻の家庭外での労働時間の平均値は 1993 年
が 332.91 分、2000 年が 331.53 分とほぼ同レベルであるが、2007 年には 355.98 分まで大幅
に増加している。これら平均値は、2000 年と 2007 年の間にのみ有意差が存在する。夫の年収
の平均値は平均年齢の上昇とともに増加している。1993 年は 454.55 万円、2000 年は 527.57 年、
2007 年は 590.21 年でこれらはすべて有意に異なる。妻の年収の平均値も 1993 年から 2007 年
にかけて 73.64 万円、89.03 万円、110.52 万円と増加している。1993 年と 2000 年の妻の平均
年収は有意には異ならないが、2007 年の平均年収は 1993 年及び 2000 年のそれと有意に異なる。
夫の相対的所得は 1993 年が 0.86、2000 年が 0.85、2007 年が 0.83 とほぼ一定しており、平均
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値の比較からもこれら 3 つの年次における有意差は存在しない。子供の数の平均値は 1993 年に
は 1.50 であったが 2000 年に 1.90、2007 年に 1.98 と増加し、この 14 年間に第 2 子が誕生し
た夫婦が増えたことを示唆している。末子が未就学の夫婦の割合は 1993 年が 59％であったのに
対し、子供の年齢上昇に伴い、2000 年には 29％、2007 年には 7％にまで低下している。また





明されるのかについて見ておこう 7。トービット・モデルによる 1993 年、2000 年、及び 2007
年における夫の家事労働行動に関する実証分析の結果と交差項の推定結果は表 3 － 3 ～表 3 －
8 に示されている 8 。表 3 － 3 のモデルⅡにおける夫の相対的所得とモデルⅢにおけるその 2 乗
項、そしてモデルⅣにおける夫と妻それぞれの絶対的所得はすべて有意ではない。また、表 3 －
4 で示されている各説明変数の交差項についても同様に有意な推定結果は見られない。これらは
1993 年の夫の家事労働行動が 3 つのいずれのモデルによっても説明されず、有意なコントロー
ル変数によってのみ規定されることを表している。次に 2000 年の推定結果を見よう。表 3 － 5
のモデルⅡでは夫の相対的所得は有意ではなく、しかも表 3 － 6 におけるモデルⅡの交差項の推
定結果でも夫の相対的所得は有意ではない。これは 2000 年における夫の家事労働行動が経済取
引モデルにより説明されないことを表している。その一方、表 3 － 5 のモデルⅢにおける夫の相
対的所得の 2 乗項は夫の家事労働時間と有意な負の相関関係を有していることを表している。た
だし表 3 － 6 におけるモデルⅢの交差項の推定結果では夫の相対的所得の 2 乗項は妻の就業形態
に関係なく有意ではないことから、常勤職で働く妻を持つ夫も非常勤職で働く妻を持つ夫もその
係数に違いはない。以上より、2000 年の夫の家事労働行動は妻の就業形態に関係なくジェンダ ・ー
ディスプレイモデルだったことがわかる。表 3 － 5 のモデルⅣにおける妻の絶対的所得は有意で
はないが、夫のそれはその家事労働時間と有意な負の関係を有している。さらに表 3 － 6 におけ
るモデルⅣの交差項の推定結果ではやはり妻の絶対的所得が妻の就業形態に関係なく有意ではな
いのに対して夫の絶対的所得は非常勤の妻を持つ夫のみ有意な負の相関関係を持っており、表 3
－ 5 の推定結果と併せ、そのような夫の絶対的所得の係数は -0.166（＝ -0.073-0.093）となる。
したがって 2000 年における夫は自らが稼ぐことで自らの家事労働時間を削減することが可能で、
しかも同じ 1 単位の所得がもたらすその削減時間は常勤の妻を持つ夫よりも非常勤の妻を持つ夫
の方が大きかったことになる。表 3 － 7 及び表 3 － 8 のモデルⅡからは 2007 年における夫の家
事労働行動が経済取引モデルでは説明されないことを表している。表 3 － 7 のモデルⅢでは夫の
相対的所得の 2 乗項がその家事労働時間有意な負の相関関係を有している。また表 3 － 8 におけ
るモデルⅢでは常勤職に就いている妻を持つ夫の相対所得の 2 乗項のみ有意であり、またその推
7 Ando (2011b) で明らかにされたように、モデルⅠでは多重共線性が発生していることが容易に推測される
ため、本論文でもモデルⅡとモデルⅢの推定結果からのみ夫及び妻の家事労働行動が経済取引モデルとジェ
ンダー・ディスプレイモデルのいずれによって説明されるのかを判断することとする。




350.938 1.632 367.949 4.307 *** 345.121 4.516 *** 324.907 4.430 ***
-22.097 -0.044 -66.045 -1.178
-45.226 -0.090 -26.491 -0.532
-28.543 -0.087 -46.998 -1.224





-0.188 -3.418 *** -0.188 -3.424 *** -0.188 -3.418 *** -0.194 -3.512 ***
-0.073 -1.503 -0.073 -1.526 -0.074 -1.542 -0.064 -1.337
-0.558 -0.139 -0.573 -0.143 -0.560 -0.140 -1.088 -0.265
7.190 1.281 7.181 1.283 7.253 1.297 7.142 1.264
0.485 0.316 0.497 0.325 0.474 0.310 0.470 0.292
-9.156 -3.471 *** -9.174 -3.487 *** -9.138 -3.481 *** -9.223 -3.418 ***
-16.120 -1.766 -16.116 -1.765 -16.140 -1.768 -16.494 -1.792
124.303 5.902 *** 124.220 5.905 *** 124.286 5.911 *** 124.688 5.885 ***
95.971 3.643 *** 95.997 3.645 *** 95.824 3.640 *** 95.463 3.593 ***
-25.389 -1.470 -25.395 -1.477 -25.577 -1.487 -27.352 -1.580
32.330 0.166 23.660 0.632 16.796 0.848 1.287 0.074
275 275 275 275





22.234 0.026 -40.079 -0.542
-37.748 -0.073 -24.629 -0.553
-0.017 -0.395
0.006 0.054
-68.069 -0.085 -92.972 -1.231





定係数が -73.617 であることから、2007 年における常勤で働いている妻を持つ夫の相対的所得
の 2 乗項の係数は -123.534（＝ -50.917-73.617）となる。以上から同年の夫の家事労働行動は
妻の就業形態に関係なくジェンダー・ディスプレイモデルにより説明されることがわかる。最後
に表 3 － 7 におけるモデルⅣから、夫の絶対的所得が有意でないのとは反対に、妻の絶対的所得
が夫の家事労働時間と有意な正の相関関係を持っていることがわかる。表 3 － 8 におけるモデル
Ⅳの推定結果は、妻の就業形態に関係なく妻の絶対所得が夫の家事労働時間と有意な正の関係を
有していることを示している。よって 2007 年における常勤職に就いている妻と非常勤職に就い
ている妻の絶対的所得の係数はそれぞれ 0.227（＝ 0.112 ＋ 0.115）、0.222（＝ 0.112+0.110）
となる。
　コントロール変数について言及しておこう。すべての年次において夫の家庭外労働時間はその
家事労働時間と有意な負の関係を有しており、1993 年と 2007 年では 10 分間の夫の家庭外労働
時間はその家事労働時間は約 1.9 分短くしていたのに対し、2000 年では同じ 10 分間の夫の家庭
外労働時間でもその家事労働時間を約 3.5 分も減らしていたことがわかる。ただし妻の家庭外労





齢は夫の家事労働時間と負の相関関係を有しているが、5％水準でも有意ではない。表 3 － 3 及
び表 3 － 5 は子供の数が夫の家事労働時間と、1993 年では有意ではない負の相関関係を、2000
年では有意ではない正の相関関係を有していることを示しているが、2007 年になると子供の数
と夫の家事労働時間との正の相関関係が有意になり、夫は子供 1 人あたり約 11 分家事労働時間
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48.377 0.390 190.651 2.044 * 167.295 1.932 119.675 1.427
369.486 1.333 -97.918 -1.852
-403.911 -1.660 1.265 0.026
-307.901 -1.608 -78.233 -2.126 *





-0.360 -6.711 *** -0.356 -6.623 *** -0.355 -6.616 *** -0.353 -6.565 ***
0.087 1.360 0.112 1.751 0.097 1.507 0.114 1.773
1.359 0.351 1.139 0.292 1.473 0.379 2.506 0.627
5.718 1.022 5.652 1.001 5.803 1.030 5.442 0.959
0.554 0.369 0.295 0.196 0.329 0.219 0.624 0.413
-2.420 -0.916 -1.680 -0.637 -1.720 -0.654 -1.656 -0.617
6.141 0.855 4.674 0.648 4.949 0.688 3.965 0.545
80.033 4.340 *** 80.489 4.321 *** 80.785 4.346 *** 79.851 4.234 ***
15.927 0.963 19.334 1.162 19.057 1.147 20.869 1.248
17.445 1.012 19.078 1.109 18.723 1.096 19.063 1.120
137.780 1.589 -8.068 -0.237 -9.837 -0.535 -17.792 -1.006
348 348 348 348





658.380 1.764 -98.822 -1.417
-504.600 -2.061 * -81.280 -1.779
-0.093 -2.313 *
0.087 0.719
-193.611 -0.539 -96.154 -1.272





を増やすことが表 3 － 7 からわかる。いずれの年次においても就学前の子供の存在は夫の家事労
働時間と有意な正の相関関係を持ち、未就学の子供が 1 人いれば 1993 年では 2 時間強、2000
年では約 80 分、2007 年では約 48 分夫は家事労働時間を増やしていたことになる。小学生の末




　次に妻の家事労働行動に関する実証分析の結果を見よう。OLS による 1993 年、2000 年及び
2007 年における妻の家事労働行動に関する実証分析の結果と交差項の推定結果は表 3 － 9 ～表
3 － 14 に示されている。表 3 － 9 のモデルⅡにおける夫の相対的所得及びモデルⅢにおけるそ
の 2 乗項はともに有意ではない。また表 3 － 10 におけるモデルⅡ及びモデルⅢの交差項の推定
結果も有意ではなく、1993 年の妻の家事労働行動はその就業形態に関係なく経済取引モデルに
よってもジェンダー・ディスプレイモデルによっても説明されないことがわかる。また表 3 － 9
におけるモデルⅣの推定結果は夫の絶対的所得も妻のそれも有意ではなく、同年の妻の家事労働
行動は Gupta (2006, 2007, 2009) の主張する経済的自立モデルによっても説明されないことが
わかる。次に表 3 － 11 を見よう。モデルⅡにおける夫の相対的所得だけでなくモデルⅢにおけ
るその 2 乗項も妻の家事労働時間と有意な正の相関関係を持っている。表 3 － 12 は非常勤職に
就いている妻についてのみモデルⅡにおける夫の相対的所得とモデルⅢにおけるその 2 乗項が正
で有意であることを示している。以上から 2000 年における妻の家事労働行動はジェンダ ・ーディ
スプレイモデルにより説明されることがわかり、夫の相対的所得の 2 乗項の係数は常勤職に就い
ている妻については 141.903 であり、非常勤職に就いている妻のそれは 306.966（＝ 141.903
50
新潟国際情報大学 情報文化学部 紀要
162.351 1.940 188.349 2.429 * 181.601 2.396 * 167.402 2.231 *
93.235 0.826 -54.830 -1.680
49.552 0.484 -12.731 -0.471
-121.280 -1.434 -50.917 -2.075 *





-0.192 -4.648 *** -0.190 -4.606 *** -0.189 -4.594 *** -0.192 -4.694 ***
0.102 2.666 ** 0.108 2.836 ** 0.103 2.690 ** 0.083 2.189 *
-0.092 -0.030 0.065 0.022 0.154 0.051 -0.495 -0.164
4.758 1.126 4.096 0.972 4.107 0.982 2.902 0.699
0.380 0.314 0.472 0.394 0.454 0.379 0.614 0.520
-4.335 -2.135 * -4.233 -2.094 * -4.283 -2.116 * -4.704 -2.359 *
11.518 2.316 * 10.834 2.191 * 11.118 2.254 * 11.954 2.456 *
47.777 2.865 ** 48.622 2.914 ** 48.959 2.941 ** 46.910 2.870 **
15.200 1.420 14.932 1.394 15.416 1.442 14.246 1.361
13.871 0.789 20.676 1.197 18.770 1.098 18.313 1.075
-7.186 -0.210 5.799 0.287 4.847 0.383 -9.292 -0.859
397 397 397 397





55.491 0.363 -45.132 -1.034
-74.471 -0.526 -37.714 -1.196
-0.014 -0.647
0.110 2.439 *
158.125 1.045 -71.501 -1.786









職に就く妻のそれが 0.110、非常勤職に就く妻のそれが 0.240（＝ 0.110 ＋ 0.130）となる。最
後に 2007 年における妻の家事労働行動を表 3 － 13 及び表 3 － 14 から確認しておこう。表 3
－ 13 におけるモデルⅡ及びモデルⅢの推定結果は、同年の妻の家事労働行動が経済取引モデル
によってもジェンダー・ディスプレイモデルによっても説明されないことを示している。ただし
モデルⅣの推定結果には注意する必要がある。表 3 － 13 では、夫の絶対的所得が有意ではない。
これは表 3 － 14 におけるモデルⅣの交差項の推定結果でも同じである。これに対して表 3 － 13
では妻の絶対的所得はその家事労働時間と有意な負の相関関係を有している。表 3 － 14 におけ
るモデルⅣの交差項の推定結果では非常勤職に就く妻のみその推定係数が有意である。以上から、
2007 年における妻の家事労働行動は Gupta (2006, 2007, 2009) が主張する経済的自立モデルに
よって説明され、常勤職で働く妻の係数は -0.139、非常勤で働く妻のそれは -0.332（＝ -0.139-
0.193）であり、同じ金額の所得を稼いでも非常勤職に就いている妻の方が常勤職に就いている妻










588.178 2.016 * 640.244 5.871 *** 645.990 6.591 *** 642.896 6.823 ***
80.287 0.116 17.316 0.241
-561.762 -0.812 -4.485 -0.068
5.185 0.012 13.486 0.274





0.149 2.190 * 0.152 2.232 * 0.151 2.220 * 0.146 2.153 *
-0.882 -13.177 *** -0.893 -13.610 *** -0.892 -13.545 *** -0.875 -13.454 ***
1.094 0.211 1.105 0.213 1.092 0.211 1.992 0.377
-0.800 -0.110 -0.301 -0.042 -0.240 -0.033 -0.453 -0.063
-1.800 -0.911 -1.791 -0.912 -1.801 -0.919 -1.679 -0.831
-4.904 -1.466 -4.874 -1.466 -4.860 -1.464 -3.893 -1.146
-12.807 -1.072 -12.837 -1.078 -12.801 -1.075 -15.739 -1.312
173.561 6.590 *** 172.577 6.591 *** 172.463 6.589 *** 174.491 6.654 ***
97.829 3.066 ** 96.980 3.048 ** 96.795 3.043 ** 97.867 3.073 **
14.955 0.641 13.102 0.565 13.271 0.572 14.108 0.608








630.922 0.545 21.713 0.229
-363.887 0.551 11.033 0.194
-0.003 -0.080
-0.211 -0.323
-490.742 -0.654 12.757 0.129





により削減されていたその家事労働時間は 1993 年が約 8.8 分、2000 年が約 3 分、2007 年が 4.8
分前後であり、妻は同じ時間だけ働いても 2000 年以降は 1993 年よりも多く家事労働時間を負
担しなければならなくなったことを表している。夫の最高学歴は妻の家事労働時間に影響を及ぼ
さない。妻の最高学歴も 1993 年と 2000 年においてはその家事労働時間と有意な相関関係を持っ
ていないが、2007 年では有意な、しかし予想された符号とは反対の正の相関関係を持っている。
すべての年次において妻の年齢はその家事労働時間と有意な相関関係を持たない。夫の年齢も
1993 年と 2000 年ではやはり妻の家事労働時間に影響しないが、2007 年では有意ではあるが符
号条件とは反対の負の相関関係を有していることがわかる。子供の数は 1993 年では有意ではな
いが、2000 年及び 2007 年では妻の家事労働時間と有意な正の相関関係を持っている。未就学の













453.401 2.871 ** 168.967 1.588 223.571 2.264 * 326.635 3.352 ***
-659.407 -1.862 186.301 2.976 *
214.718 0.686 -57.135 -1.000
579.630 2.412 * 141.903 3.319 **





0.098 1.788 0.103 1.871 0.099 1.814 0.087 1.577
-0.283 -3.886 *** -0.307 -4.234 *** -0.292 -4.010 *** -0.333 -4.601 ***
-4.386 -0.959 -4.052 -0.882 -4.386 -0.959 -5.610 -1.191
8.400 1.260 8.518 1.270 8.600 1.288 9.028 1.341
-2.569 -1.419 -2.325 -1.279 -2.460 -1.358 -2.925 -1.599
-0.115 -0.038 -0.587 -0.194 -0.441 -0.146 -0.619 -0.199
21.784 2.540 * 23.331 2.713 ** 22.982 2.682 ** 24.078 2.785 **
63.815 2.946 ** 66.360 3.049 ** 65.360 3.013 ** 68.506 3.119 **
37.410 2.019 * 34.757 1.869 35.288 1.905 34.577 1.862
18.569 0.895 12.547 0.609 12.842 0.628 14.403 0.706
-78.219 -0.697 38.566 0.948 16.366 0.747 2.844 0.135
adj R^2
348 348 348 348
0.317 0.309 0.314




-812.982 -1.700 227.167 2.776 **
684.492 2.210 * 165.063 3.126 **
0.130 2.968 **
-0.185 -1.345
-360.066 -0.781 106.648 1.184
375.238 1.040 96.760 1.376
0.070 1.075
-0.091 -1.331


























514.965 4.885 *** 504.472 5.191 *** 521.555 5.543 *** 558.246 5.975 ***
22.141 0.149 69.515 1.617
-5.468 -0.041 -1.243 -0.035
37.518 0.343 53.142 1.677





-0.019 -0.463 -0.019 -0.465 -0.019 -0.461 -0.009 -0.233
-0.477 -9.628 *** -0.479 -9.760 *** -0.477 -9.687 *** -0.474 -9.677 ***
-7.455 -1.931 -7.460 -1.950 -7.438 -1.940 -5.818 -1.484
12.480 2.318 * 12.650 2.364 * 12.375 2.328 * 13.056 2.438 *
-4.083 -2.677 ** -4.112 -2.707 ** -4.073 -2.683 ** -4.085 -2.686 **
0.298 0.119 0.280 0.112 0.308 0.123 0.420 0.166
31.005 5.032 *** 31.284 5.146 *** 30.879 5.076 *** 30.109 4.938 ***
-4.037 -0.175 -4.301 -0.188 -3.867 -0.169 -3.976 -0.174
-13.544 -0.987 -13.508 -0.987 -13.459 -0.985 -13.112 -0.964
-5.007 -0.228 -6.499 -0.302 -4.385 -0.205 -3.485 -0.163
8.123 0.180 8.343 0.315 5.748 0.353 -6.576 -0.486
adj R^2
397 397 397 397
0.333 0.336 0.336 0.338




26.306 0.128 70.462 1.220
32.535 0.223 50.319 1.231
-0.015 -0.556
-0.193 -2.188 *
14.981 0.081 67.887 1.326
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